
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■東大和市の防犯カメラ設置の現状は  
…警視庁が設置した「子ども見守りカメラ」を撤去す
ると、10 月 1 日、警視庁より市に連絡が入りました。
この「子ども見守りカメラ」は、子どもを犯罪から守
るための警視庁のモデル事業で、平成 22 年（2010 年）
に南街と向原地域、そして東大和市駅についても設置
されている合計 25 台のカメラです。撤去の理由は設置
から 10 年が経過し、部品の調達や修繕が困難なこと。
また、新規の設置の予定がないことが理由のとのこと。
市では、引き続き警視庁に設置の要望をしていくとの
ことですが、実現は困難そうです。 
…上記の警視庁が設置した防犯カメラのほかにも、近
年、東大和市内には市が設置している防犯カメラがあ
ります。まず、小学校の登下校時の児童の見守りを目
的に設置している 50 台は、東京都が平成 26 年度から
30 年度までの 5 年間、小学校の通学路に防犯カメラを
設置することに関して、1/2 の補助をすることになった
ことを受けて設置したものです。東大和市においては、
平成 27 年度と 28 年度の 2 年間に順次設置し、その合
計金額は約 1,400 万円となっています。また、中学校
については平成28年度に全校の校門などに約2,000万
円（うち都や国の補助は約 1,600 万円）をかけて設置
していますが、通学路については未設置です。 
… このほか、市役所の本庁舎や給食センター等に設置
しているほか、昨年度は、東京都からの公園防犯設備
整備補助金 40 万円を活用して約 140 万円かけて、市
内の公園 1 か所（高木公園：夜に若者が集まることや、
隣接する神社の設備を壊されるなどが発生し、防犯の
必要性が高かったため）に防犯カメラを設置しました。 
…防犯カメラの設置には、設置費用が掛かるほか、電
気代や保守点検費、また今回、警視庁が撤去を決定し
た理由のような、カメラ自体の更新の必要性なども設
置後は考えていかなくてはならず、設置については防
犯の必要性の確認とともに、財政的なことも検討する
必要があります。 
 

■防犯カメラを取り巻く状況は 
…小売店舗や商店街、また、オフィスビルや駐車場な
どに防犯カメラが設置されていても、不思議に思わな
い今日の日本ですが、防犯カメラが普及したのは 1995
年に発生したオウム真理教による地下鉄サリン事件か
らだと言われています。また、世界に目を向けると、
防犯カメラ設置普及の契機となったのは、2001 年のア
メリカの同時多発テロとのこと。このように、犯罪者
が企てていることを予想できないような犯罪に対し、
防犯カメラの設置は捜査などに有効と考えられている
のと同時に、防犯カメラを設置していることを知らし
めることにより、犯罪を抑止できるという目的も防犯
カメラの設置にはあるといわれています。 
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…一方で、自分の知らないうちに自分の顔や姿が撮影
され、その画像が利用されるのではないかなど、プラ
イバシー侵害の懸念にもなりかねないことが防犯カ
メラの設置については指摘されています。プライバシ
ーの侵害に関する法律といえば、日本では「個人情報
保護法」が思い浮かびますが、実は防犯カメラの設置
についての法律は日本には存在せず、2004 年に経済
産業省が制定した「個人情報の保護に関する法律につ
いての経済産業分野を対象とするガイドライン」で
「防犯カメラに記録された情報等本人が判別できる
映像情報」が個人情報に該当する事例の１つとして示
されているのみです。 
…防犯カメラの設置の普及に伴い、2003 年には、国
会でも“行政機関等による監視カメラの設置等の適正
化に関する法律”案が議員立法として提出されて審議
されましたが、「目的が正しいかどうか」、「設置の必
要があるかどうか」、「設置の状況が妥当かどうか」、
「使用の方法が相当であるかどうか」など、防犯カメ
ラの設置と個人情報の保護については、様々な問題点
を個別に検討しなければいけないため、一定のルール
を決めて法律によって一律に規制することには馴染
まないという考えのもと、この法案は審議未了で廃案
になっています。 
 

■自治体が防犯カメラを設置する場合… 
…このように防犯カメラの設置が広がってきている
中で自治体が防犯カメラを設置する例も増えてきて
おり、その際に、自治体が地域の防犯と個人情報保護
の観点をどのように管理するかということが課題に
なっています。2004 年に、東京都杉並区が日本で初
めて防犯カメラ規制条例である「杉並区防犯カメラの
設置及び利用に関する条例」を制定。それに追従する
ように各自治体が防犯カメラ設置に関する「条例」や
「規定」、「ガイドライン」などを制定し、一定のルー
ルを持って防犯カメラを設置・管理するようになって
きました。 
…この各自治体が作っている防犯カメラについての
ルール形式を大きく分けると以下の3つの型になりま
す。 
 
◆統一管理型（条例） 
私人・行政機関・地域団体等を対象として、 公共の場所
に設置される防犯カメラについて、設置利用基準の作成を
義務付け、かつ、当該設置利用基準を自治体へ届け出る
ことを義務付けることを基本的な内容としたもの。 
 
◆自主管理型（条例）（規則）（要綱） 
自治体のみが対象であり、自治体が設置する防犯カメラに
ついての自主管理規程。  

（裏面に続く） 
 
 



 
 
 
 
                                                                                                                                                                                             
 
 
 

カメラの台数は 138 台でしたが、平成 30 年 12 月末段
階では328ヵ所の防犯対象区域に861台を設置するま
でに増加させており、その内訳は、公園等の街頭が 278
台、駐輪場が 326 台、図書館等の施設内が 257 台との
こと。街頭防犯カメラの設置場所を市のホームページ
で公開しているほか、防犯カメラを設置する場合は防
犯対象区域ごとにその場所を利用する市民等の見や
すい場所に「防犯カメラ設置中」等の表示を行ってい
るとのことです。このような防犯カメラ設置などの対
策の結果、市川市における犯罪認知件数（年間）は、
防犯カメラの設置を開始した平成 18 年は 9,835 件に
対し平成 29 年には 3.823 件と約 1/3 に減少している
とのことです。 
…また、市川市のホームページを確認すると、防犯カ
メラの設置については、自治(町)会や商店会等の自主
防犯パトロール活動を行っている団体が街頭防犯カ
メラを設置する際に、市川市がその設置費の一部を補
助し、自主防犯パトロールと街頭防犯カメラの相乗効
果による更なる犯罪抑止と体感治安の向上を目的と
する「市川市街頭防犯カメラ設置費補助金」というも
のを設けているようです。これはカメラ 1 台あたり上
限 20 万円（１団体で２台以上の申請も可能）の補助
をして設置台数を増やすためのもの。ただし、防犯カ
メラの維持管理に要する費用（保守管理費、電気料、
設置柱に係る共架料、修理費など）は補助の対象外。
この補助金のルールからは、地域の防犯活動をしてい
る団体が“自分たちの地域の安全を守るために自己負
担が多少発生しても必要と思える場所を吟味して設
置”するという作用があるとも思いました。 
 

■東大和市でもルールが必要では？ 
…最初に述べたように、東大和市駅に警視庁が設置し
た防犯カメラは撤去されることになります。また、こ
の警視庁が設置した防犯カメラは南街地域と向原地
域の通学路の見守りのための防犯カメラにも活用さ
れているため、東大和市駅については市長部局が、通
学路については教育委員会がこの撤去を補填するた
めの対策を考えなくてはなりません。 
…現在、東大和市教育委員会では「通学路防犯カメラ 
設置に係る管理運営要綱」を策定していますが、東大
和市としての防犯カメラに関するルールについては
「公園における防犯カメラの管理及び運用事務」につ
いて、市長が市の東大和市個人情報保護審議会に諮問
して承認はされているという形で運用しています。 
今後、市内に防犯カメラを設置する方向になるのなら
＝東大和市駅に市が防犯カメラを設置することにな
るのなら、“公園”単独ではなく、東大和市全体の防
犯カメラの設置についてのルールを考えていくべき。
防犯カメラ設置により犯罪が抑止できたとしても、個
人情報保護という観点での市民の安心を担保しなけ
れば真の安心安全は実現しません。東大和市のルール
を明文化する時期にきていると思います。 
 

◆ガイドライン型 
防犯カメラを設置する私人に対して自治体が防犯カメラの設
置利用基準のモデルを提示し、このモデルに沿った内容の設
置利用基準の制定を促すもの。 
 

■各自治体の条例制定状況は 
…一般的には、各自治体は憲法第 94 条で定められてい
る通り「法律の範囲内」で条例を制定することができる
とされている中、国の法律がない中で関連法律などを参
考に各自治体がそれぞれの自治体の考えや状況に基づい
て防犯カメラ設置について条例や規則、要綱といったル
ールを定めています。条例に限ってみると当該自治体、
自治会、商店街、鉄道事業者等が公共の場所等で設置す
る防犯カメラを対象にする単独条例は、令和２年５月末
時点で確認できるものとしては全国の43市区町村で制定
されているとのこと。（※要綱の場合は自治体の組織内の
ルールという意味合いが強いため、公にされていないこ
ともあり、制定の実数が把握できない。ちなみに東京都
は要綱でルールを定めている）多摩 26 市では、立川市、
三鷹市、福生市、狛江市、小金井市、日野市、国分寺市、
清瀬市、東久留米市の 9 市で制定しています。 
…これらの条例の中では概ね以下の内容が定められてい
ます。 
◆公共の場の防犯カメラ設置者に対して、防犯カメラ設置・利

用（運用）基準の作成と、市町村への届出を義務付け 
 
◆防犯カメラの設置に関する遵守事項を規定＝防犯カメラの

設置目的と撮影対象区域の明確化や防犯カメラを設置して
いる旨等の表示等について 

 
◆防犯カメラの管理に関する遵守事項を規定＝画像データか

ら知り得た情報の秘匿や画像データの編集・加工等の禁
止、保管期間を経過した画像データの廃棄等 

 
◆画像データの目的外利用及び外部提供の制限を規定 
 
◆画像データの本人への開示を規定（配慮・努力義務） 
 
◆住民からの苦情処理手続の規定 
 
◆市町村長による防犯カメラ設置者等に対する報告聴取・勧

告・公表手続を規定 
 

■財源の問題と設置を増やす工夫 
…いくら防犯カメラの設置について自治体がルールを定
めたとしても、最初に述べた通り、防犯カメラの設置に
はイニシャルコスト（設置にかかる最初の経費）とラン
ニングコスト（設置したあとの維持管理に必要な経費）
が掛かります。そのような中、全国初、条例を制定した
杉並区の翌年の平成 17 年に「市川市防犯カメラの適正な
設置及び利用に関する条例」を制定した千葉県市川市で
は、この条例にもとづき、市内全域に設置された街頭防
犯カメラ（防犯目的で公道や公園等の公共の場所に設置
されたカメラ）の管理・運用を行い、犯罪の抑止と市民
の体感治安の向上を図っています。市川市は毎年設置数
を増やしており、設置を開始した平成 18 年時点の防犯 
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